集団洗口の推進を全会一致で決議
  フッ素の効果を無条件に容認
　長野県議会は今年３月５日、小学校等におけるフッ化物洗口の集団実施を推進する決議を全会一致で可決しました。

　決議可決に先立って、全県議56人と県衛生部長を含む約60人が、フッ素推進派の小林清吾日本大松戸歯学部教授を講師に県庁内でフッ素の効用についての学習会が開催されています。

　決議は、「口腔機能の低下を防止し、8020運動の目標達成するためには、歯の喪失の主な原因であるむし歯を予防する必要があり、有効な手段としてフッ化物の利用は重要性である」と指摘しています。厚生労働省のフッ化物洗口ガイドラインで効果があるとされているとし、集団洗口が普及している新潟県は、全国で最もむし歯が少ないという調査結果が示されている、としています。　長野県では、「平成20年３月現在において、138の保育所、幼稚園や小中学校でフッ化物洗口が実施されているが、県全体の実施率は低いことから、県内すべての小学校等での普及に向けた取組が望まれる」として、中期総合計画への位置付けを示唆する決議の内容となっています。
　新潟県では昨年、フッ素推進を最大の目的とする条例が施行されました。フッ素推進条例は、全国の自治体に徐々に拡大すると思われます。長野県の場合は、議会での推進決議（例：和歌山県議会）で地ならしをしてから条例制定を狙っているのでしょう。
　長野県は、佐久病院や諏訪病院などの優れた農村医学の伝統が民間を中心に創造されてきました。その結果、一人当たりの老人医療費が全国一低い県です。全会一致のフッ素推進決議に見られるように、フッ素の有害性情報は残念ながら野党や心ある議員にすら届いていないのが現状です。
　誤りを正すことに遅いということはありません。フッ素のリスク情報を一人でも多くの人に届けて、理解を深めることが望まれています。
……………………………………………………………………………………………………………………
（2009年３月５日長野県議会で可決された決議）
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　食べることや話すことを生涯にわたり直接支える口腔機能は、人が生きていく上で重要な役割を果たしている。近年、歯及び口腔の健康を保持することが、生活習慣病予防をはじめとする全身の健康状態の維持増進、介護予防等に貢献することが明らかになってきている。

　しかしながら、厚生労働省の調査結果によると、70歳以上において「何でもかんで食べることができる」と回答した者の割合は約半数にとどまっており、半数近くが食べる楽しみを制限されているという実態が示されている。口腔機能の低下を防止し、８０２０運動の目標を達成するためには、歯の喪失の主な原因であるむし歯を予防する必要があり、その有効な手段としてフッ化物の利用は重要である。

　厚生労働省のフッ化物洗口ガイドラインによれば、フッ化物洗口は、４歳児から14歳までの期間に実施することがむし歯予防対策として最も大きな効果をもたらすとされているほか、成人の歯頸部う蝕や根面う蝕の予防にも効果があるとされている。フッ化物洗口が普及している新潟県の12歳児の一人平均むし歯数は全国で最も少ないという調査結果も示されている。

　本県では平成20年３月現在において、138の保育所、幼稚園や小中学校でフッ化物洗口が実施されているが、県全体の実施率は低いことから、県内すべての小学校等での普及に向けた取組が望まれる。

　よって、本県議会は、中期総合計画において健康長寿ナンバーワンの確立や一人当たり老人医療費の全国最低額維持等の目標が掲げられていることを踏まえ、小学校等におけるフッ化物洗口の継続的な集団実施の推進により、健康習慣行動を通じて子どもたちが自らの健康を保持することへの理解を深め、生涯にわたる健康づくりの基礎となることを期するものである。

  以上のとおり決議する。

……………………………………………………………………………………………………………………

本当にフッ素洗口が必要なのか、再考を

近藤さんが長野県議会の決議を批判

長野県議会が「フッ素推進決議」をおこなったことに対して、近藤武さん（労働衛生コンサルタント、歯科医師）が「はたして本当にフッ素洗口が必要なのか」と訴えていますので紹介します。

まえおき

平成21年3月5日、長野県議会は｢小学校等におけるフッ化物洗口の集団実施を推進する決議｣を原案のように可決しています。決議では、フッ素洗口が普及している新潟県の12歳児の一人平均むし歯数は、全国でもっとも少ないことを根拠に、県下でフッ素洗口を推進しようとしています。

それに先立ち、2008年11月17～18日、長野県自民党県議団は新潟県を訪ね、｢新潟県歯科保健条例｣について調査を行っています。調査成果としてその内容の一部を引用します。

「視察した新潟県は、保健福祉部長が、歯科医師。ほかに歯科医師2名、歯科衛生士2名が本庁に、歯科医師3名、歯科衛生士2名が保健所に配置。新潟市保健所(政令市)には、歯科医師2名、歯科衛生士5名が配置。ほかの５市にも歯科衛生士を配置しているなど全県的な積極的な姿勢が見られる。」その総数は歯科医師8名、歯科衛生士20名以上です。

これに対して長野県には歯科医師、歯科衛生士は配置されていません。長野県の歯科保健活動は、市町村に勤務する僅かな歯科衛生士、歯科健診の都度、臨時、委託の歯科医師、歯科衛生士で運営されているのが現状です。

新潟県のように充実した歯科保健のスタッフ、そのうえ、新潟大学歯学部、日本歯科大学新潟生命歯学部の全面的な支援が得られていることから、12歳児の一人平均むし歯数が少ないのは当然の結果とされます。また、むし歯が少ないのも、フッ素洗口の予防効果による点があるかもしれませんが、新潟県学校保健統計など行政統計では、その成果が公表されていないので不明です。

長野県学校保健統計のうち「むし歯」については、地域別、永久歯・乳歯別など多項目にわたって詳細にまとめられております。これは全国にほこれるものです。しかし市町村が独自で行っているフッ素洗口の効果について、長野県教育委員会は調査を行ってはいません。長野県の児童・生徒のむし歯被患率(保有率)は、年々、急激な減少傾向がみられています。このような現状で、なぜフッ素洗口を実施するのかその根拠がわかりません。

先の自民党県議団の報告にもあるように、フッ化物洗口のおもな争点は「教育現場(小・中学校)におけるフッ素洗口の是非」にあります。もう一度、長野県下の児童・生徒のむし歯の現状を分析し、本当にフッ素洗口が必要なのか、再考することが必要と考えています。とりあえず、これまでの私の考えをお伝えします。

2009年４月

　近藤　武(日本フッ素研究会々員)
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学校での集団「フッ素洗口」への考え方

平成21年3月5日、長野県議会は｢小学校におけるフッ化物洗口の集団実施を推進する決議｣を全会一致で可決しています。これから学校で、むし歯予防のための「フッ素洗口」が行われようとしています。私たちはこれまでの調査研究の結果、学校での「フッ素洗口」は、以下の理由により、その合理性を見出すことが少ないことから、その実施には慎重であるべきとの考えです。

１．長野県教育委員会は、毎年、県下の学校のむし歯調査を行っています。その結果、年々、むし歯の所有率が減少していることが、明らかとなっています。また、むし歯の発症には性差、地域差があることがわかっています。むし歯の発症は、それぞれ特徴(差)があるのに、全員が同じように｢フッ素洗口｣を行うことは合理的でないと思われます。

２．学校で劇薬に指定されている｢フッ素｣を、取り扱うことは非常に危険です。「フッ素」は誤って飲み込むと、はきけ、下痢などの急性中毒をおこすことがあります。このような危険な薬剤を、毎日、取り扱うことは、実際に｢フッ素洗口｣を児童にさせる、先生方に新たな負担をかけることになります。

３．長野県下には、むし歯予防を行うのに、十分な歯科医院数、そのためのマンパワーが確保されています。いつでも、どこでも、必要とするときには、むし歯予防のために受診することができます。もし必要な場合には、個人的に｢フッ素洗口｣による予防処置を受けることが出来ます。

４．「フッ素」によるむし歯予防は、市販の「フッ素」配合歯みがき剤で行うことが出来ます。この歯みがき剤には、0.1％の「フッ素」が含まれています。むし歯予防効果は、これから始めようとしている「フッ素洗口」と全く同じです。歯みがき剤は、誤って飲み込むようなことも少なく、より安全性が高いといわれています。しかし使用時に一部のフッ素は、血液に移行するとの報告もあります。

問合せ先：近藤　武（長野県塩尻市）
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